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（7）「奨学金貸与・返還シミュレーション」について

https://www.jasso.go.jp/shogakukin/oyakudachi/document/simulation.html
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※授業料後払い制度については未対応です。

（8）返還が困難な場合の救済制度

（9）奨学金の返還を延滞した場合
延滞金の賦課

督促・請求

個人信用情報機関への登録

延滞が長期にわたった場合
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時は が される場合があ

ります。

はあなたに一括請求を行います

返還期限が到来していない分を含め、返還未済額（元金、利子（第二種奨学金及び入学時特別増額貸与奨学金）、延滞金）

の全額を一括で請求します（期限の利益の喪失）。これに応じない場合は次のとおり法的手続等を行うことがあります（40

ページ参照）。

※督促を受けても返還期限猶予等の手続きや連絡がない等により、延滞を続けている者については、独立行政法人日本学生支援機構法

施行令第５条第５項に定める「支払能力があるにもかかわらず割賦金の返還を著しく怠った」と判断すること等により、一括請求

します。
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 資料　奨学金の返還を延滞した場合

奨学金の返還を延滞した場合

返還の督促

延滞の発生

的
法
た
し
通
を
所
判
裁

○　本人へ請求します。
○　連帯保証人・保証人へ通知します（人的保証に限る）。
○　機構が委託した債権回収会社等    が電話による督促を行うこ
　　とがあります。

注１

注１

○ 「本人以外の連絡先」に本人の住所等を照会します
（機関保証に限る）。

　　　　　　　　　↓
○　返還に応じない場合は、機構が委託した債権回収会社

が、本人、連帯保証人及び保証人に対し奨学金の回収を
行います。

○　自宅・勤務先に訪問する場合があります。
○　延滞３か月以上の場合、個人信用情報機関注２ に本人の
個人情報を登録する対象となります。

○　延滞金が賦課されます。
3９

16

人的保証の場合

支払督促申立

仮執行宣言の申立

強 制 執 行

一括返還請求
（支払督促申立予告）

○　

○　また、同時に支払督促申立の予告を行い
ます。

○　民事訴訟法に基づき、裁判所に支払督促
の申立をします。

○　支払督促の申立をしてもなお返還に応じ
ない場合は、裁判所に仮執行宣言の申立
をします。

（連帯保証人・保証人を立てている場合）

代位弁済請求

保証機関からの請求・督促 注５

強 制 執 行

機関保証の場合

機構からの一括返還請求

○　督促にもかかわらず返還に応じない場合は、
返還期限が到来していない分を含め、返
還未済額（元金、利子（第二種奨学金及び入
学時特別増額貸与奨学金）、延滞金）の全額
を請求します。（「期限の利益の喪失」）

○　機構から保証機関（（公財）日本国際教育支

教育支援協会から、代位弁済額の一括請
求を行います。（求償権の行使）

（保証料を支払っている場合）

注４
注４

注１　債権回収会社とは「債権管理回収業に関する特別措置法」に基づいて法務大臣から債権管理回収業の許可を受けた、債
権の管理回収を専門とする株式会社のことをいい、通称「サービサー」と呼ばれるものです。

注２　個人信用情報機関とは、会員（銀行等）から消費者の個人信用情報（消費者のローンやクレジットに関する情報であ
る契約内容、利用状況、返済状況など個人の経済的信用に関する情報）を収集・蓄積し、会員（銀行等）からの照会
に対し信用情報を提供する業務を行う機関です。

注３　支払督促申立以降に生じた手続費用は、本人の負担になります。

注４　期限の利益とは、期限の到来までは債務の履行を請求されないという債務者の利益のことをいいます。返還期日が到来す
るまでは、その返還期日の割賦については請求されることはありません。ただし、期限の利益を喪失すると、返還期日
未到来分を含めて、元金・利子（第二種奨学金及び入学時特別増額貸与奨学金）・延滞金の全額を一括返還請求されます。

注５　なお、特別な理由がある場合には、保証機関は、あなたの事情に応じて個別に対応することになります。

注
３

　奨学金の貸与が終了すると、その翌月か
ら数えて７か月目に返還が始まります（３
月に貸与終了の場合、10月に返還開始）。
貸与が終了する際は、所定の返還手続
（36ページ参照）を行うことが必要になり
ます。
　なお、貸与が終了した後も学校に在学す
る場合は、在学猶予の手続を行ってくださ
い。また、傷病や経済困難等により返還が
困難となった場合には、減額返還又は返還
期限猶予の救済制度（39ページ参照）の利
用を検討する等、延滞とならないよう注意
してください。
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◯　代位弁済がなされた場合、(公財)日本国際

手
続

督促にもかかわらず返還に応じない場合
は、返還期限が到来していない分を含め、返
還未済額（元金、利子（第二種奨学金及び入
学時特別増額貸与奨学金）、延滞金）の全額
を請求します。（「期限の利益の喪失」）

援協会）に対し、返還未済額（元金、利子（第
二種奨学金及び入学時特別増額貸与奨学
金）、延滞金）の全額について請求を行いま
す。

○　仮執行宣言の申立をしてもなお返還に応
じない場合は、強制執行の手続を行い、
給与や財産を差し押さえます。

教際国本日）財公（、は合場いなじ応に済返　○
育支援協会が強制執行までの法的手続を
行い、給与や財産を差し押さえます。

参考１　機関保証制度の保証料（目安）
https://www.jasso.go.jp/shogakukin/about/taiyo/heiyo/hosho/kikan_hosho/hoshoryo.html

（1）第一種奨学金（授業料後払い制度を除く）

（2）授業料後払い制度

（3）第二種奨学金

●授業料支援金

区分 貸与期間（月） 貸与総額（円） 保証料総額（円）
（参考）

授業料相当額（支援対象授
業料）（円）

  修士・博士前期課程
  専門職大学院課程（２年課程）

※上表は各貸与期間において、支援対象授業料として学校が指定できる上限額（1年間の額：国公立535,800円、私立776,000円）の
　貸与を受けた場合の例です。

  専門職大学院課程（３年課程）

国・公立
私立

国・公立
私立

●生活費奨学金
区分 貸与期間（月）貸与月額（円） 貸与総額（円） 保証料月額（円）

区分 貸与期間（月）貸与月額（円） 貸与総額（円） 保証料月額（円）

  修士・博士前期課程
専門職大学院課程（2年課程）

  専門職大学院課程（3年課程）

  大学院全課程

返還回数（月）
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 資料　奨学金の返還を延滞した場合

奨学金の返還を延滞した場合

返還の督促

延滞の発生

的
法
た
し
通
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所
判
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○　本人へ請求します。
○　連帯保証人・保証人へ通知します（人的保証に限る）。
○　機構が委託した債権回収会社等    が電話による督促を行うこ
　　とがあります。

注１

注１

○ 「本人以外の連絡先」に本人の住所等を照会します
（機関保証に限る）。

　　　　　　　　　↓
○　返還に応じない場合は、機構が委託した債権回収会社

が、本人、連帯保証人及び保証人に対し奨学金の回収を
行います。

○　自宅・勤務先に訪問する場合があります。
○　延滞３か月以上の場合、個人信用情報機関注２ に本人の
個人情報を登録する対象となります。

○　延滞金が賦課されます。
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人的保証の場合

支払督促申立

仮執行宣言の申立

強 制 執 行

一括返還請求
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○　

○　また、同時に支払督促申立の予告を行い
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をします。
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機構からの一括返還請求

○　督促にもかかわらず返還に応じない場合は、
返還期限が到来していない分を含め、返
還未済額（元金、利子（第二種奨学金及び入
学時特別増額貸与奨学金）、延滞金）の全額
を請求します。（「期限の利益の喪失」）

○　機構から保証機関（（公財）日本国際教育支

教育支援協会から、代位弁済額の一括請
求を行います。（求償権の行使）

（保証料を支払っている場合）

注４
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注１　債権回収会社とは「債権管理回収業に関する特別措置法」に基づいて法務大臣から債権管理回収業の許可を受けた、債
権の管理回収を専門とする株式会社のことをいい、通称「サービサー」と呼ばれるものです。

注２　個人信用情報機関とは、会員（銀行等）から消費者の個人信用情報（消費者のローンやクレジットに関する情報であ
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41

（4）第二種奨学金と入学時特別増額貸与奨学金（30万円を選択した場合） 参考２　機関保証制度の「保証委託約款」
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おぼえ書き

ホームページの便利なコンテンツ

学校から指定された申込期限や書類提出日等を記入して、提出もれなどのないようにしておきましょう。

日本学生支援機構のホームページにおいて、随時情報を提供しています。奨学金に関するお問合せは、まずホームページをご覧ください。

貸与奨学金の種類、貸与月額、利率など
さまざまな条件で、将来の返還額や
返還回数の試算ができます。

地方公共団体や企業による奨学金返還支援
奨学金の返還額の一部又は全額を支援している地方公共団体・企業があります。詳しくは日本学生支援機構のホームページにて確認してください。

【申込情報の保護について】
申込みは、インターネット（スカラネット）により行います。
日本学生支援機構では、ネットワーク上での電子データ授受のセキュリティを確保するために「認証局」（※）に加入し、インターネット
での情報の漏洩や盗難については最新の暗号化通信方式を採用することによって高度なセキュリティ対策をとっています。
※認証局：ネットワーク上での通信相手が本物であることを証明するためのデジタル証明書を発行する第三者機関で、デジタル情報に対し
てデータそのものの正当性の確認や、持ち主や送り主の確認のために必要な機関です。

ご提供いただいた情報及びあなたの奨学金に関する情報は、機構の奨学金支給業務及び奨学金貸与業務（返還業務を含む。）及び在籍す
る学校での授業料等減免業務のために利用されます。この利用目的の適正な範囲内において、当該情報（奨学金の返還状況に関する情報
を含む。）が、学校、金融機関、文部科学省及び業務委託先に必要に応じて提供されますが、その他の目的には利用されません。
機関保証加入者については、機構が保有する個人情報のうち保証管理に必要な情報が保証機関に提供されます。また、行政機関及び公益
法人等から奨学金の重複受給の防止等のために照会があった場合は、適正な範囲内においてあなたの情報が提供されます。

奨学金https://www.jasso.go.jp 検 索

奨学金貸与・返還シミュレーション

奨学金のよくある疑問や質問をチャット
ボット等で解決できるQ&Aサイトです。お電話
でのお問合せの前に、是非ご活用ください。

奨学金相談サイト

あなた個人の奨学金情報の閲覧や継続願等の
手続きを行うことができるシステムです。採用されたら
必ず新規登録してください。以前に奨学金の貸与を
受けた方は、返還明細を確認することもできます。

スカラネット・パーソナル（スカラPS）

地方公共団体による奨学金の
返還支援（地方創生）

企業による奨学金返還支援
（代理返還）

表4

申込みに関するお問合せ先

０５７０-６６６-３０１
月曜日～金曜日 9:00～20:00（土・日・祝日・年末年始を除く）

日本学生支援機構奨学金相談センター
奨学金に関する一般的なお問合せの相談窓口です。

０５７０-001-３20
月曜日～金曜日 9:00～18:00（土・日・祝日・年末年始を除く）

マイナンバー提出専用コールセンター
マイナンバーの提出方法に関するお問合せ先です。
「提出用の専用封筒をなくしてしまった」「用意する書類が分からない」

ナビダイヤル
全 国 共 通

ナビダイヤル
全 国 共 通

申込関係書類の学校提出期限 スカラネット入力期限

申込ID（マイナンバー提出書に印刷されています）

）  　 （ 日　　　 月 でま時 　　）  　 （ 日　　　 月

）  　 （ 日　　　 月

スカラネット入力完了時の受付番号

―

Y M 2 4

―

メールアドレス（初回ログイン時に登録したもの）

マイナンバー関係書類を郵送した日（スカラネット入力完了後、１週間以内）




